
- 1 - 

 

2025.7.22 りそなアジア・オセアニア財団第 55 回セミナー （於：ウェスティンホテル大阪）  

第２部講演録 

 

「AI・DX時代の知的財産戦略について」 
 

経済産業省 特許庁 

総務部長 吉澤 隆 

 

皆様改めましてこんにちは。私ただいまご紹介を預かりまし

た、経済産業省特許庁、総務部長をしております吉澤隆と申

します。まず本日、りそなアジア・オセアニア財団の第 55 回セ

ミナーにお招きを頂きまして、そしてこのような説明をする機会

を設けていただきまして、誠に光栄であり、ありがとうございま

す。それから皆様、お暑い中お運びをいただいたということで、

ありがとうございます。 

 

まず本日の私の話の目次をご説明いたします。6 項目ござ

います。本題に入る前に、冒頭、理事長からご紹介いただきま

したが、私ども特許庁がこの10月に大阪関西万博に出展をす

るということになっていまして、こちらの取組について、ご紹介

をさせていただきたいと思います。そして本題の５項目でござ

いますが、まず、1 つ目が特許庁の審査の状況、それから直

近の取組について、2 つ目が、知財経営について。私ども産

業界の皆様に、標榜させていただいておりますが、そういった

内容についてご説明をします。それから 3 番目、知的財産の

活用についての施策・支援についてご説明を申し上げます。

そして 4番目ですが、表題にあります AI/DX時代の知的財産、

特許法などの制度。こちらについて現在、国の方で検討して

いる内容について少し、ご紹介をさせていただくことにします。

そして最後に、本日は国際展開をされている企業様もおられ

るかと思います。国際的な取組、模倣品対策の状況などにつ

いて、ご説明を差し上げたいと思います。 

 

それでは順次始めてまいります。まず、大阪関西万博でご

ざいます。大阪関西万博の最終週に当たる 10 月の 2 日から

10 日にかけまして、特許庁は日本弁理士会などと共催する形

で、展示イベント等に出展いたします。概要の左側が、メッセ

におけます展示イベントでございます。こちらちょっと小さいで

すが、左下の方にメインビジュアルということで書かせていただ

いております。テーマは「明日を変える知財のチカラ」というこ

とです。これは、世の中を良くしたいという思いのある人が、社

会課題を解決するためのソリューションに使えるツールとして

知財を使っていくということを、若年層の皆様に向けても発信

をしていきたいということです。こちらのビジュアルで見ていた

だきますと、真ん中の人物が箱に入っている光るキューブを持

っています。こちらがまさに世の中を良くしたいという社会の課

題を解決したいという思い。そして、この人物が乗っている立

法体が知財というツールである、ということでございます。私の

年くらいになると、これはまさに知財が現代の筋斗雲なのかな

という感じも思っておりますが、まさに知財が社会課題の解決

を通して未来を変えていく、そういう形を実現する、それを見え

る形で示したいという思いで展示を企画しているものでござい
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ます。右側ですが、こちらも岡橋理事長からご紹介いただきま

したが、合わせましてこのテーマウィークにおきまして世界知

的所有権機関 WIPO、こちらの事務局長ダレン・タン氏をお招

きする形で国際フォーラムを開催するというものでございます。

後ほど出てまいりますが、こちらオンライン配信をいたしますの

で、皆様どなたでもご視聴いただけるというものです。 

 

少し踏み込んでご説明しますと、まず１つ目ですが、今申し

上げた知財の持っているチカラを実感していただくという展示、

２つ目にその特許技術を体験するということ、３つ目にステー

ジでイベントをするということです。こちらはまさに明日を変えよ

うとしている、先駆者となる学生さんのアイデアのコンテストを

近畿経済産業局と一緒にやる、という建付けになっております。

左の展示でございますが、大阪も含めた関西地方からご出展

いただく予定の企業様を例として、5 つほど挙げさせいただい

ております。それから真ん中の特許技術の体験の欄にも京都

府の企業様、鮮明で歪みのない空中像を実感、というような形

で体験をしていただける仕掛けも用意していこうと思っており

ます。 

 

いくつかの事例を用意しておりますが、一例だけご紹介をさ

せていただきたいと思います。こちら、大阪の甲子化学工業株

式会社様の事例をご紹介させていただきたいと思います。日

本一のホタテ漁獲量を誇る非常に所得が高いことでも有名な

のですが、北海道の猿払村というところがございます。こちらの

ホタテを取っておられるわけですが、この貝殻の廃棄問題が

非常に深刻であるということで、この大阪の甲子化学工業様と

連携をして貝殻を再利用できないかという、挑戦的な取組をさ

れているという事例でございます。2 つ目のところですが、プラ

スチックと貝殻を組み合わせた新素材を開発する。そしてシェ

ルテックという商標権も取得され、そして左上の方にある写真

でございますが、ホタテの形を模したホタメットというヘルメット、

こちらの方をデザインという形で意匠権を取得されております。

まさに商標と意匠の知財のミックスというアプローチで、知財に

取り組まれているということです。こちら非常に特徴的なのが

商標権。こちらで取得した商標ライセンス提供を通じて同じよう

な想いで共感をしてくださる企業様と、オープンに連携をして

いく、ということをされています。知財のチカラということで、貝

殻の形状と商標を持って、この貝殻の問題を世に訴えかけて

いくことで変えていくという、まさに社会課題の解決の実現に

取り組まれている事例でございます。こういったものを、多くご

提供をしていければと思っております。 

 

次に国際フォーラムについてです。少し難しい話でござい

ますけれども、世界知的所有権機関WIPOではWIPO GREEN

という取組をされておられます。こちらはグリーンというところか

らもお分かりの通り、主に環境問題の解決のための技術、こち

らのシーズとニーズのマッチングを行うためのプラットフォーム

を展開されているのが、このWIPO GREENでございます。こち

らの環境技術の移転を実際に行った成功例であるとか、ある

いは、マッチングのための課題、解決策、それからいろいろな

ステークホルダーの役割、こういったものを議論するようなラウ
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ンドテーブルを行う、ということをしております。その第 2部の前

に第 1 部でアワード（表彰）がございます。今回、日本特許庁

と WIPO 世界知的所有権機関との間でのアワード、こちらも表

彰させていただくということを予定しております。それ以外に、

若者と女性にさらに発明イノベーションに関わっていただくと

いう意識を高めていくために、ラウンドテーブルを実施する。こ

ういった内容になっております。こちらのリンクの QR コードの

方から是非、10月 4日ご覧いただければと思っております。 

 

ここからが特許庁の取組になります。特許、意匠、商標の順

番で少し状況をご説明させていただきます。まず特許でござ

います。私ども特許庁としても政府の内部で KPI （Key 

Performance Indicator＝重要業績評価指標）ということで目標

を定めている中に、特許の審査を皆様の企業様にご迷惑をか

けないように迅速にやっていく目標を定めています。FA、ファ

ーストアクションです。一次審査の通知までの期間を 10ヶ月以

下とし、権利化までの期間を 14 ヶ月という実現を掲げていまし

て、これが今足元で実現できているということでございます。上

の濃い方の折れ線グラフが、権利化までの期間 13 ヶ月、ファ

ーストアクション 9 ヶ月ということで、足元も実現できているとい

うものです。下の方が、他の五庁と言っておりますが、米国、

欧州、中国、韓国の数値とも比較して最も早い。米国などは最

近非常に特許審査が増えてきていて、遅延が見られるというよ

うな状況も聞いております。私ども日本は迅速に対応していき

たいと思っております。 

 

次に、今申し上げた五大特許庁の特許出願ということで、ま

ずこのスライド 12は日本における特許出願です。2024年の数

値は 1 週間ほど前に特許庁から最新の数値として出させてい

ただいたものを反映しておりますが、ほぼ 30 万件というところ

です。ただ全体的な流れで見ますと、2017年以降減少傾向に

あり、足元、少し増えているのはどうも AI を活用した出願が増

えているという状況が影響しているかもしれません。大きな意

味で言えば減少傾向にあります。一方、オレンジ色の棒グラフ

は中小企業の出願件数で、ほぼ 3万件から 4万件というところ

で、2023 年は 4 万件を初めて突破しました。2020 年は、少し

別の影響がございまして微減しておりますが、中小企業の特

許出願も増えてきているという状況かと思います。 

 

次に五庁、米欧中韓と比較したところでございますが赤い

折れ線が中国でございます。左側が各国の特許出願ですけ

れども、他の 4 国はほぼ横ばいの中で中国が増えている。右

側が国際特許出願であります。PCT（Patent Cooperation 

Treaty＝特許協力条約）の出願件数です。若干、中国は足元

サチュレート（飽和）していますけど、増えている。韓国が順調

に増えている。それ以外の 3局はほぼ横バイという状況でござ

います。 
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次に先ほど SCREEN ホールディングスの廣江会長からもあ

ったかと思いますが、AI 関連の出願が増えているというところ

を、私どものデータでも出させていただきました。左側ですが、

日米欧中韓へのファミリー出願ということですが、分野別にここ

に並べております。一番伸びている青い三角のところはコンピ

ューターテクノロジー。これは言うまでもないところですが、そ

の下に計測と書いております。これは自動運転の技術などもこ

こに入ってきて、増えてきているということです。そして言わず

もがな AI 関連の発明。これは各技術分野にまたがって適用さ

れたような発明が、どんどん増加していっている状況と思って

おります。 

 

このような中で特許庁としては、従来もやっておりますが、早

期審査をさせていただいております。先ほど 9 ヶ月という一次

審査の話がありましたけれども、早期の権利化を必要とする、

つまり既にもう実施利用している、あるいは海外に出願してい

るなどのご事情がある場合は、早期に審査をするということで、

この場合 2.3ヶ月あるいはもっと早いということになると 0.8ヶ月

ぐらいで審査をさせていただくといったサービスもしております。

これだけ技術の進展、実用化が早まっているという中でこうい

うニーズを捉えさせていただいて、取組みたいと思っておりま

す。 

 

これはご紹介ですけれども、従来、日本国特許庁は 44の国、

の特許庁と連携をしまして、特許審査ハイウェイという、早期の

外国における特許審査を促すような仕組みを持っております。

こちら複雑な図を書いておりますが、一言でいえば、自国ある

いは PCT の国際段階で一旦特許が可能という判断が示され

れば、それを出願人の皆様が、他の国に出願されている場合

にそちらにお示しをして、そこが連携をすることによって早期

に審査ができる。こういう仕組みを世界的にも広げていくという

取組を続けております。国際調和が重要な時代において、こう

いう仕組みももっと広げていく、あるいは継続していくことが重

要かと思っている次第です。 

 

少し話が変わりますけれども、この会場の皆様の中でもご関

心、ご懸念を持っておられる方がおられるかと思いますが、こ

れだけ地政学的に流動化している世の中で経済安全保障環

境も厳しくなっているというところで、日本の企業様の技術の

機微性に着目した形で、ディフェンスすることが必要だというこ

とで、令和 6 年 5 月 1 日から特許出願非公開という制度が、

開始しています。1 年施行いたしましたが、公にすることにより、

国家国民の安全を損う事態を生ずる恐れが大きい発明が記
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載されているであろう特許出願については、政府内の一定の

審査を経て保全指定という手続きを取られれば、出願公開な

どの特許手続きが留保される。特許は、基本的に一定期間例

えば公開するというのは原則ですが、その例外で公開しないと

いう形にしていくという仕組みでございます。こちら下の方に主

な状況を書いています。この 1 年弱の間で、まず特許庁で機

微な技術分野に該当するかどうか審査をして、内閣府の別途

の審査部門に案件を送った件数が 90 件ということです。そし

てこの内閣府で実際に国家国民の安全を損なう事だということ

で保全した件数は、まだ 1件も出ていないというのが現在の状

況です。従いましてまだ現時点では、皆さまに過度なご負担

あるいはご不安を与えるようなことになっておりませんが、この

ような状況についても引き続き注視をいただければと思ってお

ります。 

 

続きまして、意匠について少しお話しさせていただきます。

こちらの審査の状況ですが、こちらも目標期間として一次審査

を 5 ヶ月から 7 ヶ月、権利化までの期間は平均 6から 8 ヶ月と

いうことを目標としており、いずれも足元 2024 年度は達成をし

ております。それから、もう 1 つの KPI（重要業績評価指標）と

して、ユーザーの皆様にアンケートを取るということをしており

まして、こちらの足元のアンケート結果も満足というところが、

かなり増えてきているということでございます。 

 

 

意匠の出願動向につきまして、こちらはほぼ横ばいというと

ころで推移しています。ただ特徴として左側の国内の出願で

すが、ピンク色のところがハーグ条約に基づく、いわゆる国際

出願でして、ここが施行から 10年経っておりますが、順次増え

てきているという状況でございます。それ以外の右側の方の日

本以外の４庁ですが、やはりこちらも中国が意匠を伸ばしてき

ている、という状況が見て取れるところです。 

 

意匠は特許と違いまして、日常生活に非常に密着したよう

な分野も多くございまして、万遍なく様々な分野に幅広くバラ

ンスよく出願をされている、ということかと思っております。 

 

意匠権ですが、意匠にとってどういう活用ができるのというと
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ころについてです。左側の方ですが、どういう内容で意匠権の

権利行使をしたかというところについて、まずインターネットサ

イトで模造品が出ていて、そこの削除申請をしましたというとこ

ろが極めて多いわけです。警告をしてその後和解に持ち込ん

だというようなケースも一定数ございまして、こういう形で使って

いただく。そして意匠権の侵害物品を、日本の税関が輸入を

差し止めると、その申し立ても可能であるということでございま

して、こういう水際での対策にも意匠権は使えていくということ

でございます。 

 

これはご参考ですが、意匠が国ごとに求められる要件、ある

いは手続き、こういったものがまちまちである、というのは出願

人の皆様にとって負担になるということがありますので、知財制

度は世界的に調和するということで、この手続きを意匠の分野

で調和、簡素化させることを目的とするリヤド意匠法条約が、

2024 年の 11 月に採択をされました。ただこれは、まだ発効し

ていないということであります。こちらが発効していくことにより、

各国の手続きが調和されるということも期待されていくというも

のです。 

 

続きまして商標に移らせていただきます。こちらも目標として、

一次審査 5.5 から 7.5 ヶ月、権利化までは 7 ヶ月から 9 ヶ月と

いう目標を達成しているということでございます。若干足元は、

少し延びてきているところですが、皆さんにご迷惑をおかけし

ないようにしたいと思っております。ユーザー評価の方は、い

い形で推移していると思っております。 

 

商標出願の動向でございますけれども、こちら、若干特徴

的なところがあると思います。右側の世界的な、5 庁、日、米、

欧、中、韓を見ましても中国の出願もかなり減ってきたという状

況が見てとれます。それでもまだまだ多い部分もございますけ

れども、2020 年 2021 年前後が盛り上がっていて、これはコロ

ナウイルスと関係があって、いろいろな衛生関係の新商品が

出たというところが一時的に影響していると思っております。コ

ロナが一段落してみると、その辺りから減少傾向があったとい

うことです。左側の日本ですが、似たような動きをしているわけ

です。徐々に、減少幅が減ってきていて、2025年になってから、

もう足元部分はほぼ横ばい程度まで減少が止まってきている

ということで、今後、この商標、これは後で出てまいりますけど、

中小企業、それから個人の皆様の出願の割合が大きいもので

すから、この中小企業の皆様のビジネスがどれぐらい活発化し

ていくか、ということにも影響していくと思っております。 

 

商標の種類、これは、日頃、皆様が良く目にされる有名な
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商品をいくつか出させていただいております。文字や図形とい

った、そういう典型的なものに加えまして、立体色彩、音、ここ

では不二家のペコちゃん、それからセブンイレブン様、久光製

薬様ということで挙げさせていただいておりますが、そういう典

型的な文字図形以外の商標も保護の対象となっているという

ことと、上から 4つ目のところですが、こちらは、特許、意匠とは

異なりまして、10 年ごとに権利更新をすれば、永久に権利を

維持し続けることができるという制度になっております。 

 

そして、地域団体商標というものがございます。地域名に商

品名を加えて商品の役務の名前をつけるという商標でござい

ますが、これは地域名が入っていることから原則として登録不

可ということなのですが一定範囲の地域で有名であるなどの

要件を満たす場合には登録可能という制度が 2006 年から導

入されているということです。関西地方で言いますと、こちらの

「淡路島の生しらす」といったような話でございます。こちら地

域起こしといったところに、非常に有効な 1 つのツールになっ

ていると思います。 

 

次は知財経営の話をさせていただきます。先ほど、SCREEN

ホールディングスの廣江会長様から非常に具体的かつ説得

力のあるお話がありまして、まさにこれこそ知財経営を実践さ

れているのだなと感じ入ったところでございます。私ども特許

庁でもこの知財を経営に生かすというところを、是非皆さんとご

一緒にやっていきましょうということを、呼びかけさせていただ

いております。私どもとしてはこの部分について、特許、意匠、

商標等、こういった知財権をまず組み合わせてミックスしてい

って差別化を狙う。そして情報分析が重要だというのは先ほど

もお話ししましたけれども、こういった中で協業相手などの状

況もよく知りながらオープンイノベーションを進め、クローズド

戦略も合わせて持っていくということです。先ほどありました、

経営革新に向けた戦略を策定していくという 1 つの材料にな

っていくと、こういったものの知財を活用して経営を高度化す

るということを指しているものです。 

 

知財の経営を活用すると、日本企業の活性化につながるの

か、というところですが、ここはなかなかいろいろな研究もある

かと思いますけれども、まず少なくとも言えるのは欧米、特にア

メリカ、左側の下の図ですが、無形資産と有形資産の投資で

見ますと、無形資産の方が上回り、無形資産の拡大の方が大

きくなっている。無形資産にシフトをしているということです。そ

して真ん中の図ですけれども、日本以外の、ここでは米国、ド

イツ、イギリス、フランスを挙げておりますが、当然のことながら、

この無形資産の投資の増加と、1人当たり名目 GDPの間に正

の相関関係があると、イギリスなんかは非常に高い相関がある

という風になっておりますが、日本は左下の方にくちゃくちゃと

なっている。1995 年から見てもここの部分の伸びがないという、

そういう状況が見て取れます。こういった中で、昨年 5 月の法

改正でいわゆるイノベーションボックス税制というような形で一

部知財権のライセンス等について、税制優遇措置ができたと

いうことや、それ以外にコーポレントガバナンスコードに知財が

組み込まれるなど、こういう活用の環境は整ってきていると思
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います。こういった中でもう 1 段の活動を高めていくことが重要

かと思います。 

 

こちら地方創生にも関係すると思います。真ん中から右側の

2 つの円グラフは、特許出願そして弁理士の皆様の地域別の

割合ですが、いずれも東京、大阪、愛知、神奈川の 4 都府県

で 80%ちょっとというところを占めているということですね。残り

のその他のところに入っている地域の皆様の知財の活用の余

地、これはまだまだ大きいということです。そして左の棒グラフ

でございますけれども、こちら特許、意匠、商標のそれぞれ中

小企業、大企業等の割合です。特許は、地域で支えておられ

る中小企業の皆様の割合は全体で見て 16%、一方商標は

58.8%ということです。これは、技術を中心とした特許を伸ばす

余地も大きいですし、商標を拡大していって地域を掘り起こし

ていく、という潜在力もあるということかと思っております。 

 

ここで 1 つ事例を挙げさせていただきます。こちら DG 

TAKANO 様、結構有名な企業様なので、あらためてということ

はあるのですが、今、登記上の本社は東京に置かれておられ

ますが、元々歴代東大阪で事業をやられている会社様です。

こちらは節水製品の開発製造、95%の節水効果のあるノズルを

製造販売されて、これらを大手外食などを含めて様々な企業

が導入されています。最後はグローバルな話で、サウジアラビ

アにも、という話がでております。ポイントといたましては、左側

の１つ目ですけれども、その初期、第二創業的に新しい会社

を立ち上げられた後から、知財、特許を戦略的に出願されて

きたというところ、そして知財をテコにファイナンスを組まれてき

た。特に融資、補助金、そして出資、こういったものを得られて

きた。3 つ目ですけれども、代理店というよりは、むしろ自ら販

路を開拓するというところで、中小飲食店などにも営業すると

いう戦略を持っていたということで、その結果として、サウジア

ラビアの国家プロジェクトにも参画するような形で伸びてこられ

たという事例でございます。 

 

そしてこちらの図は私どもで、知財経営というものの全体像

がどんな風に整理されるのかということを、簡単に模式図的に

表したものでございます。こちら、会社の中の知財部と経営者

の方、あるいは経営企画そういったところの経営戦略との関係

性を議論していますが、グレーの色が付いている部分が知財

部の活動であり、ピンク色の部分が会社の経営戦略そのもの

の部分です。こちらを融合してやっていくということですけれど

も、ここでポイントとなる部分といたしましては、事業あるいは経

営の結果として出てくる事業の後工程で、その開発した成果

を特許で知財化していく順番というよりは、むしろ組織事業の

将来像から解き起こしてどのような経営戦略を取るのか、どの

ような市場進出戦略を取るのか、多角化をするのか資源配分

を行っていくのかというような形です。これが事業ポートフォリ

オの最適化に繋がっていくわけです。そして事業戦略、個別

の事業についてどういう競争優位性を獲得していってどういう

提携を組んでいくのか、それを踏まえた上での R&D研究開発

戦略があり、そして最後に知財戦略が来るということです。そし

てそれぞれの場面におきまして左側の方に IP ランドスケープ
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と書かせていただいておりますけれども、知財情報は世界各

国で無論公表されていますけれども、必ずしもその知財情報

のみならず、市場情報、企業情報、政策動向こういったものを

全て組み合わせて分析をすることにより、技術トレンド、他者の

強み・弱み、ブルーオーシャンはどこにあるのか、パートナー

M&Aの候補はどういったところがあるのか、新規顧客はどの辺

りにいそうなのか、こういったところを分析しそれぞれの経営戦

略の検討の場面でインプットをしていく、ここが経営と知財部

門の連携の部分です。ここを強固にやっていくということにより、

右側の下の方に知財としても隙のない知財網を構築して、圧

倒的な優位性を持つ、あるいはオープン&クローズ戦略を通じ

て他の方とも連携をしていく、あるいは先ほどありました一部の

そのポートフォリオ見直しの中で、ライセンスをもうやめるライセ

ンスアウト、知財売却といったことで現金化していく、M&Aに使

っていく、こういったことがあるわけです。そしてこの知財経営

を実践されている皆様の中で、やはり私どもがいろんな企業

様からお話を聞いていると、研究者のご出身で例えば、自ら

特許を持たれたさっきの廣江様でございますけど、そういった

方が経営のトップに立たれるというような会社様が、知財経営

をしっかりと充実して行っておられる 1 つの典型例になってい

るという認識をしております。 

 

こういった知財経営の実践を支援する事例集ガイドブックと

いうことで、2019 年以降毎年本の形で出させていただいてい

ます。いろいろなヒントなどもここの中に入っております。先ほ

ど申し上げましたコーポレトガバナンスコードの中にも、近年、

経営層と知財部門のコミュニケーションあるいは、知財経営の

経営情報の開示といったものを示しているものがあります。そう

いったもののお役に立つ部分と思っております。 

 

この後出てくるのですが INPIT、独立行政法人工業所有権

情報・研修館という長い名前の組織が、関西に拠点を持って

おります。この近くで、うめきたのグランフロントの北館に拠点

を持っております。こちらはまさに、関西地方の皆様の知的財

産活用のための支援ということで、戦略的な窓口を設けるとと

もに、特許庁そのものの機能の一部をこちらでもお受けいただ

けます。真ん中の下側に出張面接、あるいはオンライン面接、

検索用端末も必要であればお使いいただけるというようなサー

ビスをやっています。是非ご利用いただければと思います。 

 

こちらは毎年知財フォーラムを行っているというご紹介でご

ざいます。 
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今ほど申し上げました工業所有権情報・研修館 INPIT が提

供させていただいているサービスをここでご確認をさせていた

だきます。1つ目左側ですが J-PlatPat、ご存知の方もおられる

かもしれません。国内外の 1 億 8000 万件以上の特許などの

情報を収録。こちらを無料で閲覧できるサービスでございます。

真ん中の方に権利取得・活用支援ということですが、47 都道

府県に知財総合支援窓口という形で置かせていただいた上

で、そこを起点に専門家を派遣するということをしています。そ

して、人材育成のためのコンテンツ、こういったものも提供して

いるというサービスを行っております。 

 

少し具体的にご説明をいたしますと、こちらの知財の専門

窓口には、高度の専門知識を有するエキスパートが相談にお

答えしております。こちらにつきまして後ほど出てまいりますが、

採択型支援というのは様々なご相談に応じながら、もう少し踏

み込んだ形で個別の事業者様を採択し、一定期間継続的に

伴走支援していくという仕組みで、こちらにつなげていくという

ような支援をさせていただいております。 

 

こちら今の窓口の 5つの機能です。左上の海外展開の時で

すが、いろいろなご相談事あるいは営業秘密、これは広い意

味でのもちろん無形資産、知的財産の一部でございますが、

こちらの漏洩等を管理したいというところです。右上こちらは前

向きに出願を出していきたい、ということでスタートアタップの

皆様のご相談に応じるところ。そして真ん中、産学連携でござ

いますけどもアカデミア（大学）の、シーズサイドの始めの段階

から一緒に考えていこうということ。こういったものに取り組んで

いるものでございます。 

 

先ほど少し申し上げました IP ランドスケープでございます。

なかなか難しいですが、こちらの分析例ということで、市場規

模をまず推移を分析したり、あるいは取り組んでいる様々な製

品サービスのバリューチェーンを分析して、どのような部分に

ついて他者の経営資源を活用できるのかどうか、というようなこ

とを含めて分析をする。あるいは右側の自社と競合他社との

間で保有特許を分析して、どこに技術的な強みがあるのか、こ

ういった基礎的な部分をまず中小企業の皆様がご自分でする

ことが難しいという時に、これをまずレポートという形でおまとめ

をさせていただいてご提案をする、という事業もしております。 

 

こういったものを、面的に地域で広くやっていこうということ

で、社会活動的ではございますが、特許庁、それから日本弁

理士会、そして INPIT、そして日本商工会議所様、中企庁こち

らは政府の中ですけれども東京のサイドでも連携し、そして地
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方の各関連機関で連携していただこうということで今呼びかけ

ているところでございます。 

 

その中で 1 点だけご紹介をさせていただこうと思うのが、知

財経営支援モデルということでございます。これは各地域にお

きまして、モデル的な事例を作っていこうということで取り組ん

でいるものです。令和 6 年度からやっておりますが、こちら右

側にあります青森、石川、神戸、関西では今神戸ということに

なっておりますが、大阪の方でも是非とは思っております。こ

ちらに加えまして、今年度から愛知、山口、熊本というこの 6箇

所で展開しております。左側の方の模式図ですけれども、県

庁あるいは政令市からの申請に基づいて、特許庁の方で認

定をさせていただくという仕組みですが、この県庁が関係の産

業振興機関といったところと連携をする。そして右側のオレン

ジ色のところが弁理士や発明協会、INPIT 等々こういった知財

関係の機関を全部、融合させていくという形で企業を支援しよ

うというモデルを作っていこう、エコシステムを作っていこう、と

いう取組を後押しするものでございます。こういったものは今

我々の方で認識している限りは、例えば福島、長野、山梨、こ

ういったところでは先行的に行っている、こういったものをもっ

と広げていこうということでございます。 

 

一点具体的にその神戸の事例をご紹介させていただきます

と、こちらは特徴的なのがスタートアップの支援に注目してい

るところです。そして特許情報を活用して、スタートアップと、

提携先のパートナーの候補をマッチングしていきましょうという、

そういう取組です。こちら神戸市、それから神戸商工会議所、

弁理士会、INPIT 関西、みなと銀行、神戸大学、こうべ産業・

就労支援財団、新産業創造研究機構（NIRO）、関西イノベー

ションイニシアティブ（KSII）、こういったところが集まり連携して

スタートアップが事業化をしていく。そのための知財の支援を

していくということでございます。実際、令和 6 年度に 5 社ほど

のスタートアップを支援いたしまして、マッチング候補になるパ

ートナーというものの出会いのところまで作っていたということ

です。まだこれからですが、こういったものがエコシステムとし

て循環していくところを支援していく、という取組をしております。 

 

そして一般の中小企業の皆様への海外展開ということで、

外国出願をするにあたっては、どうしても費用面が 1つの課題

になるというところです。従って中小企業の皆様に対して、一

事業者あたりの補助金の割合としては補助率は 1/2 ですが、

上限 300 万円、特許の出願の場合は上限 150 万円ということ

で、外国の出願のための補助金等を用意させていただいてお

ります。右側の方は、相談窓口等を通じて、これまで海外展開

を成し遂げていったという事例として、「初音ミク」の中国等へ

の商標出願の事例なども挙げさせていただいております。 
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こちらは中小企業の皆様には、審査請求料、特許料などを

1/2に軽減するという制度です。 

 

そして、スタートアップですけれども、こちらの知財専門家の

派遣のための支援スキームということで、ビジネスの専門家の

皆様と知財の専門家がチームとなってスタートアップを訪問す

る、あるいはそこにベンチャーキャピタリストの皆様が一緒に入

っていく、といった派遣スキームで支援申し上げるということを

やっております。EXITした企業数は 3社ということで、まだこれ

からでございますが、広げていきたいと思っております。 

 

簡単に知財制度について現時点で国の産業構造審議会で

検討している中身について簡単にご説明をさせていただきま

す。これは、お断りしておきますと、まだ現時点でこういうことに

制度として決まったということではございません、あくまでまだ

検討しているという内容だとご理解いただければと思います。 

まず全体としてこれだけ AI/DX の時代になっていく中で、

特許などの制度もアップデートを行っていく必要がある、という

ことが基本的な考えです。AI について、誰が発明者なのかと

いう議論はずっとされておりますけれども、アメリカなどでは

2024 年にガイドラインを設けて、どういうところまで自然人が関

与すると発明者として認められるのか、というようなこともまとめ

ているという状況になっております。 

 

ここから 4 点、具体的な制度改正の可能性についてご説明

をさし上げます。まず 1 点目ですが、こちらはどちらかと言うと

DX、デジタル関係であります。ネットワーク関連発明の適切な

保護ということです。よくウォッチされている皆様はご存じかもし

れませんが、具体的な例としてはドワンゴと FC2 という事件が

最近地裁、高裁及び最高裁まで上がったということでございま

す。左側の方の図を見ていただきますと、こちらの特許発明の

内容といたしましては、いわゆる YouTube のコメントというもの

なのですが、端末でユーザーの方が入力したコメントがまさに、

サーバーで処理した上で YouTube の画面出てくるという、そう

いう表示機能。これは日本の特許なのですが、これを海外の

サーバーを一部使う形で日本のユーザー向けに提供したとい

う違反事例だということでございます。ここで問題となっている

のが、海外のサーバーを一部利用していることにより、いわゆ

る特許の属地主義と言われている原則をすごく厳しく解釈す

ると、一部の要素が海外にあるのだから日本の特許権侵害に

ならないのではないかという、そういう懸念があるということでご

ざいます。ただ結論としては今回のこの高裁、最高裁の判決

ではこういうケースも日本の特許権侵害に該当するという判断
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はなされました。ただこれは一判例でしかありませんので法的

な安定性を確保するために何らかの立法措置でより明確化し

ていく必要があるのではないかというような問題意識を持って

今取り組んでいます。こういったものは右側の下の方の、例え

ば、繋がる車のコネクティッドカーの関係などでも潜在的にあり

うる話かと思っております。これが 1点目です。 

 

2 点目が意匠の話でございましてデザインの制度。これまで、

仮想空間におけるデザインは意匠登録の対象とされていない

と書いております。一部の平面画像につきましては、意匠権の

対象になっているのですが、仮想空間における 3Dのオブジェ

クトみたいなものは、意匠登録の対象となっておりません。現

在もこういう仮想空間上で全く別の無関係な第三者が 3Dオブ

ジェクトみたいなものを作って、露出する、あるいは売る、こう

いった行為も、一部あるようでございます。こういったものをど

のように取り締まれるのか、あるいは権利を保護できるのかと

いう声が、大企業、中小企業それからクリエイターの皆さんか

らも出てきている。この仮想空間にある仮想オブジェクトを意

匠で保護できるのかという話です。右側のメタバースの市場規

模というのは今後 2027年に向けて約 2兆円に急増する、最近

はちょっとメタバースという言葉を聞きませんが、こういう仮想

空間が大きな流れになっていることは間違いないかと思いま

す。 

 

3 点目 4 点目は AI の関係ですが、コインの表裏のような関

係になっております。いずれも意匠と特許に共通の課題でご

ざいますけれども、AI、特に生成 AIによりまして短時間で大量

の成果物を生成していくということが現実になっております。こ

こで、左側の下の方にありますが、例えば自動車メーカーと無

関係の方が、既存のモデルから次の新しい自動車のモデルを

予想して、こういったものを大量に生成してネット上で流布す

る、というようなことが実際あるわけでございますが、そういった

場合に例えば、次にその会社さんが作ったデザインがたまた

まそれに当たった、という時にこれはその会社様の本当のデ

ザインは意匠として認められるのですか、という話です。これは

前提といたしましてはこのデザインも新規性が求められる、特

許もそうですが、特許、意匠とも新規性が求められるというとこ

で、誰も今まで知らない新しい発明、あるいはデザインである

というところが求められている中で、こういう風な形で非常に大

量に自動的に作られたデザインがネット上に出ている。こういう

状況の中で、後から本来保護される方がデザインを作った時

に、権利として認めるのかという議論がございます。同じような

議論が特許の方にもあります。こちらの右の図ですけれども、

まさに分子構造、亀の子の構造ですけれども、こういった大量

の化合物のこの分子構造を AI 自身が自分で作って、そして

自分で一部そういうものについての実験みたいなものもしてデ

ータを取るというようなことがあるわけですが、こういったものが

大量に生成公開された場合に、後々に本当の製薬等のメー

カーの方が実現可能なものとして単に分子構造としてでたら

めに作ったということじゃなくて、実現可能なものとして出され

てきた時に、これによって特許性が否定されないか、とそういう

問題がございます。こちらについての何らかの明確化をしてい

くことが必要かと思っております。 
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こちら、初めに少し申し上げた、AI を活用した発明やデザイ

ン、特に、この場合では発明ですけれども、どこまで権利保護

するのかという話です。現在、世界的に確定しているのは、AI

そのものが発明者になることができませんということです。自然

人が発明者、これはもう世界各国皆の共通認識ですが、ただ、

ここにありますのが、その発明のどの部分までに寄与した自然

人が発明者になり得るのかと。今の現行の特許制度でも発明

の特徴的な部分に寄与した者が発明者たりうる、ということに

なっています。これはどの範囲なのかということを明確化して

いく作業は、これからあると思います。ここでは、左側真ん中の

方の図ですけれども、「イオン伝導率に着目」などと書いてあり

ますが、研究者の方がプロンプトで AI に対して一定の指示を

すると、その通りに AI がいろんな作業をした上で、それを返し

てくるというような状態で、どこまで人間の関与があれば発明

者になれるのかという話でございます。こういった中で途中の

過程、現時点においても AI を開発した方に発明者としての地

位を与えるかどうかというのも議論になっていますが、なかなか

簡単にいかないと思いますが、そういう様々な議論がなされて

いるという状況でございます。 

 

最後に1点だけ国際的な取組について申し上げさせていた

だきます。特許庁といたしましては国際ルールの整備、それか

ら途上国の支援ということで取り組ませていただいております。

先ほどリヤド意匠法条約について申し上げましたけれども、手

続き的な調和については特許・商標もございます。こういう制

度が手続きも含めて調和していくということがユーザーの皆様

の負担を減らすことと思います。そして左下の方はもう既にあり

ます、各種条約に基づく国際出願の制度がございます。これ

で複数国への一括出願ができる。右側の方ですが、途上国の

これから出願が増えていくという中で、どのように支援するかで

すが、右側の下の方でその途上国の知財の担当部局の方々

に対して研修をしているということです。 

 

模倣品につきまして、世界の流通額は 4,670 億ドルというこ

とで、グローバルの輸入額 2.3%というOECDの推計もございま

す。こういったところを、いかに抑えていくのかということが非常

に難しい部分かと思います。水際の税関職員や、取り締まりす

る市場管理当局の能力強化というところも非常に重要かと思

います。右側の方には、従来からも言われております悪意の

商標と我々は言っておりますが、抜け駆けとも言っております。

冒認的なですね、日本の著名な地名等々を抜け駆けで出願

するといった動きにもちゃんと対処していく必要があるというこ

とでございます。 
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最後に昨年 10 月にこれはベトナムの例でございますが、市

場管理総局という、模倣品を取り締まる当局との間で IIPPF・国

際知的財産保護フォーラムという日本の官民の連携の組織と

MOU（覚書）を締結して、まさにベトナムの市場管理総局に日

本の企業の皆様が現地でいろいろな情報提供をし、取り締ま

りができるような取組を行っています。こういった動きを広げて

いくということも重要かと思っております。 

以上、少し駆け足になってしまい、しかも若干雑迫な説明にな

ってしまいましたが、今特許庁で取り組んでいる内容をご説明

させていただきました。皆様何かのご参考になればと思います。

ご清聴ありがとうございました。 

 

（終了） 


